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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第38期

当第１四半期
累計(会計)期間

第37期

会計期間

自　平成21年
　　　２月21日
至　平成21年
　　　５月20日

自　平成20年
　　　２月21日
至　平成21年
　　　２月20日

売上高 (百万円) 59,609 252,498

経常利益又は損失(△)(百万円) △1,620 379

四半期(当期)純利益
又は純損失(△)

(百万円) △1,039 4

持分法を適用した
場合の投資利益

(百万円) ─ ─

資本金 (百万円) 3,144 3,144

発行済株式総数 (千株) 18,787 18,787

純資産額 (百万円) 16,602 17,639

総資産額 (百万円) 120,565 120,764

１株当たり純資産額 (円) 883.96 939.59

１株当たり四半期
(当期)純利益又は
純損失(△)

(円) △55.38 0.22

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ 0.22

１株当たり配当額 (円) ─ 7

自己資本比率 (％) 13.8 14.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △990 3,197

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,415 △8,874

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,999 5,209

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 3,991 3,397

従業員数 (人)
2,604 2,564
(8,786) (9,144)

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益は、当社が関連会社を有していないため、該当事項はありません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であ

るため記載しておりません。

５　従業員数の(　)は外書で、コミュニティ社員(パートタイマー)の平均雇用人数(ただし８時間換算による)であ

ります。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成21年５月20日現在

従業員数(人) 2,604 (8,786)

(注) 　従業員数は就業人員数であり、親会社等からの出向者５人を含み、親会社等への出向者66人を含んでおりません。

また、(　)は外書でコミュニティ社員(パートタイマー)の平均人員(ただし８時間換算による)を記載しておりま

す。
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第２ 【事業の状況】

１ 【販売の状況】

(1) 事業部門別売上状況

事業部門

当第１四半期会計期間

(自　平成21年２月21日
　至　平成21年５月20日)

金額 (百万円) 構成比 (％)

　

衣料品 14,968 25.1

食料品 24,426 41.0

住居余暇商品 9,385 15.8

その他 22 0.0

ＧＭＳ事業計 48,803 81.9

ＳｕＣ・ＨＣ事業計 10,806 18.1

合計 59,609 100.0

(注)１　各事業部門別の取扱商品群は以下のとおりであります。 

ＧＭＳ事業 　

衣料品・・・・・・ 衣料品、靴、鞄、服飾雑貨

食料品・・・・・・ 食料品

住居余暇商品・・・ 情報通信機器、化粧品、ドラッグ、日用雑貨、寝具、バス用品等のホーム

ファッション、消耗品等

ＳｕＣ・ＨＣ事業・・ 建材・木材、補修材、家庭用品・日用品、ペット用品、園芸用品、食料品等

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 事業部門別仕入状況

事業部門

当第１四半期会計期間
(自　平成21年２月21日
　至　平成21年５月20日)

金額(百万円) 構成比(％)

　 衣料品 8,635 20.3

　 食料品 18,862 44.2

　 住居余暇商品 6,931 16.3

　 その他 18 0.0

ＧＭＳ事業計 34,447 80.8

ＳｕＣ・ＨＣ事業計 8,164 19.2

合計 42,612 100.0

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期の九州経済は、世界経済の深刻な景気後退の影響を受け、企業収益や雇用情勢が悪化

し、大型小売店販売額も既存店で９ヶ月連続して前年割れと個人消費も低迷する等、極めて厳しい状況

で推移いたしました。

  このような状況の下、当社は「お客さま満足」の実現と収益力の向上のための商品・売場改革やさ

らなるローコスト経営の推進に取り組んでまいりました。

  商品改革では、イオングループのスケールメリットを活用したプライベートブランド「トップバ

リュ」1,700品目の価格引き下げや、「ベストプライスbyトップバリュ」の新商品の導入を柱とする低

価格化を進めるとともに、死に筋商品の排除と売れ筋商品の拡大による品目数の削減を通じて売価変

更や在庫削減を図ってまいりました。

  売場改革では、衣料品のベビー用品の品揃えや価格体系、提供方法の変革をはじめ、住余・ＨＣ商品

におけるサイクル、ペット、園芸売場の再構築など、お客さまのライフスタイルへの対応と競争力強化

に努めてまいりました。

  このほか、定額給付金支給にともなうＷＡＯＮチャージ特典の訴求、高速道路ＥＴＣ料金の週末引き

下げによる商圏拡大に対応した品揃えの充実、新型インフルエンザ予防に対しての衛生用品の在庫確

保など、環境やお客さまの変化への迅速な対応を図ってまいりました。

  また、九州各県の産品をイオン九州のジャスコ、サティ全店で販売する「情熱！みやざきフェア」や

「長崎うまいものフェア」の開催による地産地消の推進や、昨年から導入した電子マネーの拡大と販

促への活用等、地域対応や固定客づくりのための施策にも継続して取り組みました。

  期初には組織改革を行い、物流や店舗オペレーション、働き方などの構造的改革をさらに深耕するた

めの体制を整え、現場での実験や業務改革を進める一方で、経費コントロールの強化や省エネ機器投資

など、さらなるローコスト経営を推進してまいりました。

 このような取り組みにより、当第１四半期における既存店客数は前年同期比101.9％、客単価は同

94.7％、既存店売上高は前年同期比96.5％となりました。商品部門別では、総合スーパー事業（ＧＭ

Ｓ）の食料品の既存店売上高が、前年同期比100.2％と前年をクリアいたしました。

　荒利率は0.4ポイント前年より悪化しましたが、これはトップバリュの価格引き下げ等に伴う在庫価

格の引き下げや不振在庫の集中的な処分による一時的な売価変更の増加によるものです。

　販管費はローコスト経営への取り組みにより既存比94.7％まで削減することができました。

  この結果、当第１四半期の営業収益は634億42百万円、営業利益は、第１四半期が年間での売上構成が

低い期間であることにより、15億95百万円の損失、経常利益は16億20百万円の損失、四半期純利益は10

億39百万円の損失となりました。
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(2) 財政状態の分析

① 資産

　当第１四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べて１億98百万円減少し、1,205億65百万円と

なりました。これは主に減価償却等に伴う固定資産の減少によるものであります。

② 負債

　当第１四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末に比べて８億38百万円増加し、1,039億63百万円

となりました。これは主に短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの増加によるものであります。

③ 純資産

　当第１四半期会計期間末の純資産合計は、前事業年度末に比べて10億37百万円減少し、166億２百万円

となりました。これは主に利益剰余金の減少があったことによるものであります。

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、期首に比べ５億93百

万円増加し、当第１四半期会計期間末には39億91百万円となりました。

　当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、減少した資金は9億90百万円となりました。これは主に、仕入債務の減少によるもので

あります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は24億15百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支

出によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、取得した資金は39億99百万円となりました。これは主に、短期借入金及びコマーシャル

・ペーパーの増加によるものであります。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更はあり

ません。

(5) 研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年５月20日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年７月３日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,787,61918,787,619
ジャスダック
証券取引所

単元株式数100株

計 18,787,61918,787,619― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成21年７月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

第１回新株予約権

　平成19年５月８日の株主総会の決議及び平成20年３月11日の取締役会の決議により発行した新株予

約権は、次のとおりであります。 

　 第１四半期会計期間末現在

　 (平成21年５月20日)

新株予約権の数 (個)   63

新株予約権のうち自己新株予約権の数 (個)   －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 　　　　 6,300   (注１）

新株予約権の行使時の払込金額 (円)    1

新株予約権の行使期間 平成20年5月21日～平成35年5月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額 (円)

発行価格  　 1,309　 (注２)

資本組入額     655

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権を割り当てられた者
は、権利行使時においても当社の
取締役の地位にあることを要す
る。
　ただし、当社の取締役を退任した
場合であっても、退任日から５年
以内に限って権利行使ができるも
のとする。

② 新株予約権については、その数
の全数につき一括して行使するこ
ととし、これを分割して行使する
ことはできないものとする。　　

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡し、またはこれを
担保に供することはできない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

(注) １　当社が株式分割、株式合併を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整されるものとす

る。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式数

についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数を生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

また、新株予約権発行日後に当社が合併または会社分割を行う場合等、新株予約権の目的たる株式数の調整を

必要とする場合には、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲内で目的たる株式数を調整す

るものとする。

なお、株式の数の調整を行った場合には、発行する新株予約権の数についても上記と同様の調整を行うものと

する。

２　発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額（１株当たり１円）と付与日における新株予約権の公正な評価単

価（１株当たり1,308円）を合算しております。なお、各取締役に割当てられた新株予約権の公正な評価単価相

当額については、当該取締役のこれと同額の報酬債権をもって、付与日において合意相殺しております。
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第２回新株予約権

　　平成21年４月６日の取締役会の決議により発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

　 第１四半期会計期間末現在

　 (平成21年５月20日)

新株予約権の数 (個)   75

新株予約権のうち自己新株予約権の数 (個)   ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 　　　　　7,500   (注1）

新株予約権の行使時の払込金額 (円)    1

新株予約権の行使期間 平成21年5月21日～平成36年5月20日

新株予約権の行使により株式を発行する 発行価格       929   (注2）

場合の株式の発行価格及び資本組入額 (円)資本組入額     465

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権を割り当てられた者
は、権利行使時においても当社の
取締役の地位にあることを要す
る。
　ただし、当社の取締役を退任した
場合であっても、退任日から５年
以内に限って権利行使ができるも
のとする。　　　　

② 新株予約権については、その数
の全数につき一括して行使するこ
ととし、これを分割して行使する
ことはできないものとする。　　　　

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡し、またはこれを
担保に供することはできない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

(注) １　当社が株式分割、株式合併を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整されるものとす

る。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式数

についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数を生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

また、新株予約権発行日後に当社が合併または会社分割を行う場合等、新株予約権の目的たる株式数の調整を

必要とする場合には、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲内で目的たる株式数を調整す

るものとする。

なお、株式の数の調整を行った場合には、発行する新株予約権の数についても上記と同様の調整を行うものと

する。

２　発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額（１株当たり１円）と付与日における新株予約権の公正な評価単

価（１株当たり928円）を合算しております。なお、各取締役に割当てられた新株予約権の公正な評価単価相当

額については、当該取締役のこれと同額の報酬債権をもって、付与日において合意相殺しております。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年２月21日
～平成21年５月20日

─ 18,787,619 ─ 3,144 ─ 9,192

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。

　

(6) 【議決権の状況】

　

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年２月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

22,600
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

18,725,200
187,252 ―

単元未満株式
普通株式

39,819
― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 18,787,619― ―

総株主の議決権 ― 187,252 ―

(注) １　「単元未満株式」の「株式数」の欄には、当社所有の自己株式27株が含まれております。

２　当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」の状況については、実質株主が把握できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成21年２月20日の株主名簿による記載をしております。

　

② 【自己株式等】

　 　 　 　 平成21年５月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式
数の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
イオン九州株式会社

福岡市博多区博多駅南
二丁目９番11号

23,000 － 23,000 0.1

計 ― 23,000 － 23,000 0.1
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
３月

　
　４月

　
　５月

最高(円) 1,190 1,062 1,030

最低(円) 970 961 970

(注) １　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

２　上記の月別最高・最低株価は毎月１日から月末までのものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第１四半期累計期間（平成21年２月21日から平成21年５月20日まで）については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50

号）附則第６条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。

　　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期累計期間(平成21年２月21日か

ら平成21年５月20日まで)に係る四半期財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受け

ております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：百万円)

当第１四半期会計期間末
(平成21年５月20日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年２月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,991 3,397

受取手形 145 133

売掛金 1,364 600

商品 26,908 28,433

その他 7,655 7,168

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 40,063 39,734

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 37,384 37,623

その他（純額） 16,799 17,014

有形固定資産合計 *1
 54,183

*1
 54,637

無形固定資産 180 191

投資その他の資産

差入保証金 *2
 17,439

*2
 17,464

その他 8,699 8,736

投資その他の資産合計 26,138 26,200

固定資産合計 80,502 81,030

資産合計 120,565 120,764

負債の部

流動負債

支払手形 1,713 2,532

買掛金 23,247 25,665

短期借入金 28,100 24,700

1年内返済予定の長期借入金 6,497 5,039

コマーシャル・ペーパー 2,000 －

未払法人税等 76 393

賞与引当金 987 499

店舗閉鎖損失引当金 6 －

その他 14,911 14,865

流動負債合計 77,540 73,695

固定負債

長期借入金 14,200 16,927

退職給付引当金 711 663

その他 11,511 11,838

固定負債合計 26,422 29,428

負債合計 103,963 103,124
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(単位：百万円)

当第１四半期会計期間末
(平成21年５月20日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年２月20日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,144 3,144

資本剰余金 9,192 9,192

利益剰余金 3,679 4,849

自己株式 △42 △42

株主資本合計 15,973 17,144

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 613 486

評価・換算差額等合計 613 486

新株予約権 15 8

純資産合計 16,602 17,639

負債純資産合計 120,565 120,764

EDINET提出書類

イオン九州株式会社(E03349)

四半期報告書

15/26



(2)【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

(単位：百万円)

当第１四半期累計期間
(自 平成21年２月21日
　至 平成21年５月20日)

売上高 59,609

売上原価 44,136

売上総利益 15,473

その他の営業収入 3,832

営業総利益 19,305

販売費及び一般管理費 ※
 20,900

営業損失（△） △1,595

営業外収益

補助金収入 50

その他 63

営業外収益合計 113

営業外費用

支払利息 128

その他 10

営業外費用合計 139

経常損失（△） △1,620

特別利益 －

特別損失

店舗閉鎖損失 28

その他 2

特別損失合計 30

税引前四半期純損失（△） △1,651

法人税、住民税及び事業税 68

法人税等調整額 △680

法人税等合計 △612

四半期純損失（△） △1,039
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

当第１四半期累計期間
(自 平成21年２月21日
　至 平成21年５月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △1,651

減価償却費 1,617

賞与引当金の増減額（△は減少） 488

退職給付引当金の増減額（△は減少） 47

受取利息及び受取配当金 △37

支払利息 130

有形固定資産除売却損益（△は益） 2

売上債権の増減額（△は増加） △774

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,529

未収入金の増減額（△は増加） 271

仕入債務の増減額（△は減少） △3,237

預り金の増減額（△は減少） 711

その他 322

小計 △579

利息及び配当金の受取額 22

利息の支払額 △125

法人税等の支払額 △308

営業活動によるキャッシュ・フロー △990

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,071

差入保証金の差入による支出 △17

差入保証金の回収による収入 57

預り保証金の受入による収入 58

預り保証金の返還による支出 △311

長期前払費用の取得による支出 △126

その他 △3

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,415

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,400

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 2,000

長期借入金の返済による支出 △1,268

自己株式の増減額（△は増加） △0

配当金の支払額 △131

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,999

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 593

現金及び現金同等物の期首残高 3,397

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,991
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期会計期間

(自　平成21年２月21日　至　平成21年５月20日)

　たな卸資産の評価基準及び評価方法

当第１四半期会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号平成18年７月５日公

表分）を適用し、売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）により算定しております。

　これにより、営業損失、経常損失及び税引前四半期純損失は、それぞれ38百万円増加しております。

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期会計期間(自 平成21年２月21日 至 平成21年５月20日)

　　特に記載すべき事項はありません。

 　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期会計期間(自 平成21年２月21日 至 平成21年５月20日)

　　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第１四半期会計期間末
(平成21年５月20日)

前事業年度末
(平成21年２月20日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、41,672百万円
　 であります。

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、40,985百万円
　 であります。

※２　差入保証金
　　　当社は、建設協力金により建設された店舗の賃借に係
る差入保証金につき、店舗賃貸借契約の一部である
金銭消費貸借契約条項に基づく返還請求権を特別目
的会社であるジェイ・ワン アセッツコーポレー
ションに売却しております。
　当該取引に伴い会計上売却処理した差入保証金
（当四半期末未償還残高3,039百万円）については、
原債務者が支払不能等に陥った場合等の特定の事由
が発生した場合、返還請求権をイオンリテール株式
会社に売り渡す選択権が付与されております。なお、
選択権行使によりイオンリテール株式会社が返還請
求権を買い取った場合には、同社は買い取った返還
請求権を当社に売り渡す選択権を有しております。 
また、ジェイ・ワン アセッツコーポレーションが
選択権を行使した場合に解約することとなるヘッジ
目的の金利スワップ契約の解約損益はイオンリテー
ル株式会社に帰属しますが、イオンリテール株式会
社が買い取った返還請求権を当社に売り渡す選択権
を行使した場合には、当該解約損益は当社に帰属す
ることとなります。
なお、当四半期末現在の当該金利スワップ契約の
時価評価差損の総額は145百万円であります。

※２　差入保証金
　　　当社は、建設協力金により建設された店舗の賃借に係
る差入保証金につき、店舗賃貸借契約の一部である
金銭消費貸借契約条項に基づく返還請求権を特別目
的会社であるジェイ・ワン アセッツコーポレー
ションに売却しております。
　当該取引に伴い会計上売却処理した差入保証金
（当事業年度末未償還残高3,254百万円）について
は、原債務者が支払不能等に陥った場合等の特定の
事由が発生した場合、返還請求権をイオンリテール
株式会社に売り渡す選択権が付与されております。
なお、選択権行使によりイオンリテール株式会社が
返還請求権を買い取った場合には、同社は買い取っ
た返還請求権を当社に売り渡す選択権を有しており
ます。 
また、ジェイ・ワン アセッツコーポレーションが
選択権を行使した場合に解約することとなるヘッジ
目的の金利スワップ契約の解約損益はイオンリテー
ル株式会社に帰属しますが、イオンリテール株式会
社が買い取った返還請求権を当社に売り渡す選択権
を行使した場合には、当該解約損益は当社に帰属す
ることとなります。
なお、当事業年度末現在の当該金利スワップ契約
の時価評価差損の総額は137百万円であります。

　３　偶発債務
有限会社メビウスアルファ（特別目的会社）は、
当社に賃貸する建物の建設資金等を金融機関より借
り入れていますが、当社は、当該金融機関との間で、
当該特別目的会社が支払不能に陥った場合等の特定
の事由が生じた場合には、当該金融機関は、当該特別
目的会社に対する貸付債権の一部（当四半期末現在
3,222百万円）を当社に売り渡すことができる旨の
契約を締結しております。
なお、当該契約により当社が貸付債権を取得した
場合には、当社は当該特別目的会社との建物賃貸借
契約（当四半期末現在の解約不能期間の未経過リー
ス料4,905百万円）を終了することができます。
 

　３　偶発債務
有限会社メビウスアルファ（特別目的会社）は、
当社に賃貸する建物の建設資金等を金融機関より借
り入れていますが、当社は、当該金融機関との間で、
当該特別目的会社が支払不能に陥った場合等の特定
の事由が生じた場合には、当該金融機関は、当該特別
目的会社に対する貸付債権の一部（当事業年度末現
在3,222百万円）を当社に売り渡すことができる旨
の契約を締結しております。
なお、当該契約により当社が貸付債権を取得した
場合には、当社は当該特別目的会社との建物賃貸借
契約（当事業年度末現在の解約不能期間の未経過
リース料5,073百万円）を終了することができます。
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(四半期損益計算書関係)

　
当第１四半期累計期間
(自　平成21年２月21日 
 至　平成21年５月20日)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

給料・賞与 6,330百万円

退職給付費用 175百万円

賞与引当金繰入額 617百万円

地代家賃 4,010百万円
 

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期累計期間
(自　平成21年２月21日 
 至　平成21年５月20日)

※　現金及び現金同等物の当第１四半期累計期間末残高

と当第１四半期貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

(平成21年５月20日現在)

現金及び預金 3,991百万円

現金及び現金同等物 3,991百万円
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(株主資本等関係)

　
当第１四半期会計期間末（平成21年５月20日）及び当第１四半期累計期間（自 平成21年２月21日　至 平

成21年５月20日)

１　発行済株式の種類及び総数

　　　普通株式 18,787,619株

　

２　自己株式の種類及び株式数

　　　普通株式 23,088株

　

３　新株予約権の四半期会計期間末残高

　　　ストック・オプションとしての新株予約権 15百万円

(注) 上記のうち、新株予約権を行使することができる期間の初日が到来していない新株予約権の残高は

６百万円であります。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の

総額

１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

平成21年４月６日

取締役会
普通株式 利益剰余金 131百万円 ７円 平成21年２月20日 平成21年４月23日

　

(2) 基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間末

後となるもの

 　該当事項はありません。

　

５　株主資本の金額の著しい変動

 　記載すべき事項はありません。

　

(有価証券関係)

当第１四半期会計期間末（平成21年５月20日）

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度末に比べて著しい変動が認められな

いため、記載しておりません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第１四半期会計期間末（平成21年５月20日）

　　当社はデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第１四半期会計期間（自 平成21年２月21日 至 平成21年５月20日）

　　四半期財務諸表への影響額に重要性がないため、記載しておりません。
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(企業結合等関係)

当第１四半期会計期間（自平成21年２月21日 至平成21年５月20日）

　　該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

当第１四半期累計期間(自 平成21年２月21日 至 平成21年５月20日)

　　当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期会計期間末
(平成21年５月20日)

前事業年度末
(平成21年２月20日)

１株当たり純資産額　　　　　 883円96銭１株当たり純資産額 939円59銭

　

(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期会計期間末
(平成21年５月20日)

前事業年度末
(平成21年２月20日)

純資産の部の合計額 (百万円) 16,602 17,639

純資産の部の合計額から控除する金額 
(百万円)

15 8

（うち新株予約権） (15) (8)

普通株式に係る四半期会計期間末(事業年度末)の
純資産額 (百万円)

16,587 17,631

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期会
計期間末(事業年度末)の普通株式の数 (千株)

18,764 18,764

　

２　１株当たり四半期純損失等
　

当第１四半期累計期間
(自　平成21年２月21日 
 至　平成21年５月20日)

１株当たり四半期純損失 55円38銭
　

　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第１四半期累計期間
(自　平成21年２月21日
至　平成21年５月20日)

四半期純損失 (百万円) 1,039

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ─

普通株式に係る四半期純損失 (百万円) 1,039

普通株式の期中平均株式数 (千株) 18,764

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で前事
業年度末から重要な変動があったものの概要

潜在株式の種類

第２回新株予約権

　潜在株式の数　75個

　この詳細については、「第４　

提出会社の状況 １ 株式等の

状況 (2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりでありま

す。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

当第１四半期会計期間及び当第１四半期会計期間終了後四半期報告書提出日までの間における配当に関

する取締役会決議の内容については、「第５経理の状況　１ 四半期財務諸表　注記事項（株主資本等関係）

４ 配当に関する事項」に記載のとおりであります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年６月24日

イオン九州株式会社

取締役会　御中

　

監査法人トーマツ

　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　丸　　林　　信　　幸　　㊞

　 　 　 　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　川　　畑　　秀　　二　　㊞

　 　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイオ

ン九州株式会社の平成21年２月21日から平成22年２月20日までの第38期事業年度の第１四半期累計期間(平

成21年２月21日から平成21年５月20日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益

計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、イオン九州株式会社の平成21年５月20日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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